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新型コロナウイルス感染防止のため、記者のいない会見場でオンライン会見を開催 
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■概観 ― 新型コロナウイルスを中心テーマに会見を 187回開催 

試行錯誤の 1年 

日本記者クラブは全国の新聞、放送、通信社が集まり、政府からの援助は受けず、

会費で運営する日本で唯一のナショナル・プレスクラブである。ジャーナリズムが

共有する組織として、ニュースの当事者を招いて記者会見を主催する。会見で記者

との質疑を通してゲストが情報を発信し、会員が報道し広く社会に伝わることで、

国民の知る権利に資することを基本的な目的としている。 

2020年度は記者会見、会報発行、施設運営などすべての活動が新型コロナウイル

ス感染症の影響を受けた 1年だった。 

20年 4月に発出された最初の緊急事態宣言により、クラブ施設は閉鎖を余儀なく

された。その中でもコロナ関連に絞って会見を開き、その様子を会員、会員社所属

記者に届けるため、オンライン会議システム「Zoom」を使用したライブ配信を開始

した。配信は会見場での記者の有無にかかわらず現在も行っており、クラブ主催の

会見における新たなスタンダードになりつつある。 

20 年度に主催した行事総数は 197 回。このうちクラブの中核事業である記者会

見、討論会などのプレス向け行事は 187 回となり、前年度比で 17%減だった。減少

はしたものの、最初の緊急事態宣言の 2カ月間、社会活動がほとんど停止状態にな

るなどの前例のない社会的混乱を考慮すると、オンライン活用などで会見数を大幅

に減少させず活動を継続したことで「ニュースの発信基地」としての役割を一定程

度、果たせたのではないかと思う。 

最も多くの参加者を記録したのが、東京都知事選立候補予定者による共同記者会

見（6/17、246 人）だった。コロナ対策を争点に現職の小池百合子氏、れいわ新選

組の山本太郎氏らが論戦を繰り広げた。次に多かったのが、政府の新型コロナウイ

ルス感染症対策専門家会議の脇田隆字座長、尾身茂副座長、岡部信彦構成員による

会見（6/24、201人）。コロナ対策の議論を主導したエキスパート 3氏の発言に注目

が集まった。8 年ぶりの首相交代につながる自民党総裁選立候補者討論会（9/12）

は 176人が参加。「ポスト安倍」をめぐる論戦は大きく報道された。そのほかいずれ

も新型コロナ関連で、矢内廣・ぴあ社長（5/29、131人）、院内感染によるクラスタ

ーが発生した永寿総合病院の湯浅祐二院長（7/1、126 人）、横倉義武・日本医師会

会長（4/17、118人）と、現場からの声が関心を集めた。 

取材団・プレスツアーは、例年のような積極的な実施はかなわなかった。しかし

その中でも、東京電力福島第一原子力発電所への取材団派遣は 20年 11月、21年 3

月の 2回、実施した。東電からの要請により人数を大幅に絞っての実施となったが、

参加者からは「東日本大震災から 10年を前に、原発の『いま』を取材する貴重な機

会を得た」と評価された。 

最初の緊急事態宣言が解除された 20 年 5 月末以降は、コロナ関連以外の企画を

再開した。19年度から始めた「米大統領選の行方」は、バイデン政権発足に合わせ

「バイデンのアメリカ」に改題して継続している。 
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毎夏恒例の記者研修会もリアルでの開催は断念せざるを得なかった。代替措置と

して、12月に時期をずらし、急増した「リモート取材」をテーマに 3日間のオンラ

イン講座を開いた。 

現役記者向けの「記者ゼミ」のテーマは「科学記者の役割」。準備段階では気候変

動、ゲノム編集、AIなどを取り上げる予定だったが、新型コロナの影響が長引いた

ため、全 11回のうち 4回でコロナ関連の講師を招いた。 

■公益社団法人の目的と 3つの公益事業 

日本記者クラブは、2011年 4月 1日、社団法人から公益社団法人に移行した。定

款第 3条で公益社団法人としての目的を以下のように定めている。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
この法人は、内外の重要ニュースソースとの接触を多角化し、報道機関相互の交流

を緊密化することにより、その活動の促進と社会的機能の向上、発展をはかり、ジャ
ーナリズムの職業倫理向上および表現の自由の擁護につとめ、民主主義の発展に寄与
する。この法人の事業が会員のジャーナリズム活動や報道を通し、広く国民が共有す
る情報となることにより、国民の知る権利、国民生活の向上安定、および国際相互理
解の促進に資することを目的とする。 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

この目的を達成するために実施する公益社団法人としての「公益目的事業」は次の

3分野にまとめられる。 

①内外の要人を招き、記者会見などを開催し、国民の知る権利に資する。 

②すぐれた業績をあげたジャーナリストに日本記者クラブ賞、同特別賞を贈る。 

③日本記者クラブ会報を発行し、インターネットを通じて良質な時事情報を開示し、
重要な会見を全文保存し公開する。 

以下に、2020年度のおもな事業活動と運営を報告する。 

Ⅰ．公益目的事業① 記者会見 ――――――――――――――――― 

≪187回のプレス行事≫ 

日本記者クラブが 2020年度に主催した行事・会合は、討論会（2回）、記者会見・

研究会（157回）、記者ゼミ（24回）、取材団（3回）、記者研修会といったプレス向

け行事が 187回だった。クラブ賞受賞記念講演、試写会・上映会を加えた行事総数

は 197回となった。 

≪初めてずくめのコロナ対応≫ 

19 年 12 月に中国・武漢で確認された新型コロナウイルスは、日本国内でも次第

に感染が拡大したため、クラブ主催の記者会見でも感染拡大の防止策を取らざるを

得なくなった。3月には、収容人数が多い 10階ホールだけを会見場として使うこと
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にしたうえで、席と席の間隔を広く取り、換気のために出入口を常時開放、参加者

には手指消毒とマスク着用を求めた。 

4月には参加者の人数を最大で 80人（収容可能人数は 300人）に限定し、定員を

超えた時のためにモニター室を用意した。会見内容も緊急性の高い新型コロナ関連

に絞ることにした。4 月 7 日に安倍晋三首相が東京を含む 7 都府県に緊急事態宣言

を発出（4 月 16 日には対象を全国に拡大）、宣言後の 4 月 8 日からクラブは閉室し

たが、会見はライブ配信による「会見場に記者なし」形式で開催を継続した。その

後は「記者なし・ライブ配信のみ」「記者あり・ライブ配信の併用」を、緊急事態宣

言の発出・解除に応じて使い分けてきた。21年 1月 7日に菅義偉首相が東京都を含

む 1 都 3 県に再び緊急事態宣言を出し、2 度の延長を経て宣言が解除された 3 月末

まで、再度「記者なしオンライン会見」を行うことになった。映画業界もコロナ禍

で「オンライン試写会」の取り組みを進めていたため、クラブの試写会、上映会に

ついても、緊急事態宣言中は配給会社の協力を得てオンラインで行った。 

≪初の「リモート登壇」そして 
「記者なしオンライン会見」から「ハイブリッド会見」へ≫ 

4月 6日、アジア開発銀行（ADB、本部＝マニラ）の澤田康幸チーフエコノミスト

の会見（写真）は、ゲストが来場せずリモートで登壇する初めての会見となった。

コロナの影響で訪日が中止となったた

め、10 階ホールの大スクリーンにマニラ

からの映像を映し、会場に来た記者と質

疑応答を行った。 

翌 4月 7日には緊急事態宣言が出され、

8日からクラブを閉室、記者が来場せずオ

ンラインだけで会見に参加する「記者な

しオンライン会見」に移行した。その後、

宣言解除までの 7週間に 17回のオンライ

ン会見を開催した。 

最初に「記者なしオンライン会見」を行ったのは、院内感染を早期対応で抑え込

んだ和歌山県の仁坂吉伸知事（4/10）。会見場には知事が映っているモニターと、司

会の伊藤雅之企画委員（NHK）がいるのみ（写真）。40人の記者はネットを通じて視

聴・取材し、質疑応答を行った。事前に県庁

と行った通信テストは順調だったが、当日直

前のテストでは音声がよく聞き取れないほ

どに悪化し、双方の担当者をあわてさせた。

ところが午後 1 時 30 分からの本番になると

劇的に改善。「昼休みで県庁内の通信が増え

ていたのかもしれない」というのが県の担当

者の見立てだった。 
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4月 17日に行った横倉義武・日本医師会会長の会見は、司会者と事務局担当者が

日本医師会館（東京都文京区）に出向いてライブ配信する初めての「出張会見」だ

った（写真）。担当者が用意したビデオカメラ用ケーブルの長さが足りず、急きょ医

師会事務局に借りるなど、準備に手間取る一

幕もあった。 

5月 19日の全国ユニオンの会見では、6名

のゲストのうち、3 名が来場し、3 名がリモ

ートで登壇。「来場」と「リモート」を組み合

わせた初の会見となった。 

5月 21日には、ADBの澤田康幸チーフエコ

ノミストが再度会見した。これまではクラブ

に来ていた司会者も今回はリモートで参加し、ついに誰もクラブに来ない初めての

「完全リモート会見」となった。 

5月 25日に緊急事態宣言が解除され、クラブ施設の営業を再開したが、会見場に

記者を入れるのは 5 月末まで見合わせ、6 月 4 日の川本恭治・城南信用金庫理事長

の会見で約 2カ月ぶりに会場に取材者を受け入れると同時に、ライブ配信も行う「ハ

イブリッド会見」を行った。これがその後の標準的なスタイルになった。21年 3月

24日にはリモートで初めて同時通訳を使用した（「イスラエルのワクチン事情」）。 

≪コロナ関連で多彩なゲスト≫ 

新型コロナ関連の記者会見では、多方面から多くのゲストを招いた。当初はでき

るだけ現場の声を聞くことにし、しだいにゲストの幅を広げていった。 

▼現場の声 

福井トシ子・日本看護協会会長（4/22、写真）、嶋津岳士・

日本救急医学会代表理事、坂本哲也・日本臨床救急医学会

代表理事（4/24）、小島美里・NPO法人暮らしネット・えん

代表理事（4/24）、内田勝彦・全国保健所長会会長（4/25）、

猪口雄二・全日本病院協会会長（5/27）、調恒明・地方衛生

研究所全国協議会会長（8/7）、尾﨑治夫・東京都医師会会

長（11/5）などから医療、検査、介護などの現場の状況を

聞いた。 

職員と患者 214 人という大規模院内感染が起きた台東区

の永寿総合病院の湯浅祐二院長（7/1、写真）は看護部長ら

を同行して初めて記者会見を行い、当時の感染状況や職員

の苦悩を、時に声を詰まらせながら語った。 

オンライン会見の強みを生かし、海外と結んでの会見も

行った。ドイツ（7/8）、スウェーデン（11/2）、イスラエル

（3/24）など、国際的にも注目されるコロナ対策をとって

いる国に関しては、在京大使館の協力も得て交渉し、それぞれの国のコロナ対策の
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最高責任者が会見に応じた。国境なき医師団（8/6）からは、内戦が続くイエメンで

の感染状況を、葛西健・WHO西太平洋地域事務局長（10/14）には西太平洋地域にお

ける感染拡大の現状を聞いた。 

新型コロナウイルス感染症対策専門家会議の主要メンバー3 人（写真左から脇田

隆字座長、尾身茂副座長、岡部信彦構成員）が同会議の 4カ月を総括した会見（6/24）

は大きな注目を集めた。3 氏は専門家会議が「前のめり」になった背景を語り、専

門家と政治の役割分担について考えを述べた。会見と同時刻に西村康稔経済財政・

再生相が専門家会議の廃

止を明言したことに対し

て、後に新たな組織「分科

会」の会長になる尾身氏が

「それは知りません」と答

える一幕もあった。3 人は

終了後も 1時間以上にわた

り、記者の質問に立ったま

ま丁寧に応じた。会見には

オンライン・会場で計 201人が参加、都知事選共同会見に次ぐ参加者数だった。 

▼経済・生活・海外の事情 

感染拡大が続く中、経済や生活への影響も取り上げた。生活困窮を理由に学費半

額免除を求めた大学生グループの代表ら（5/1）、倒産件数 1万件を予測した赤間裕

弥・帝国データバンク東京支社情報部部長（5/15）、派遣社員の窮状を語った鈴木

剛・全国ユニオン会長（5/19）らの会見を行った。 

海外の事情については、ロックダウン後も武漢にとどまり市民生活を支えた杜若

政彦・イオン（湖北）総経理などから話を聞いた（9/8）ほか、山口昌子（パリ、11/20）、

小林恭子（ロンドン、11/24）、熊谷徹（ミュンヘン、11/25）ら長く当地に在住して

いるベテランジャーナリストからも現地の様子を報告してもらった。 

▼地方自治体の取り組み 

国が対応に苦慮する中で、地方自治体の首長にもスポットを当てた。仁坂吉伸・

和歌山県知事（4/10）、飯泉嘉門・全国知事会会長・徳島県知事（5/18）、湯﨑英彦・

広島県知事ら 5人の知事（5/21）、田中良・杉並区長（6/25）、斉藤猛・江戸川区長

（6/30）、保坂展人・世田谷区長（8/4）、広瀬慶輔・大阪府寝屋川市長（8/6）など

から独自の対策や提言を聞いた。 

▼運営も手探り 

会見に定員を設けた 20 年 4 月、会場に入れなかった記者用にモニター室を設け

たが、その際に使用したのがオンライン会議システム「Zoom」だった。この時は会

見場とモニター室のパソコン 2台を結ぶだけの単純な構成だったが、緊急事態宣言

が出てからは広く会員に配信できるよう、有料サービスを契約した。当初は担当者

も慣れない手順に戸惑い、「Zoom」を初めて使用する参加者も多かったため、「配信

メールが届いていない」「送られてきた URLを開いても参加できない」「会社の方針
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で Zoom が使えない」などの問い合わせが事務局に寄せられたが、時間が経つにつ

れ、配信側も視聴側も慣れていった。 

一方、ライブ配信により、これまで会見に参加できなかった地方や海外の記者が

リアルタイムで会見を取材し、質問もできるようになるプラスの側面もあった。ラ

イブ配信が長期化したため、配信専用パソコンや撮影用ビデオカメラの購入、イン

ターネット回線の増設など設備の増強が必要になった。 

≪討論会、共同会見もオンラインで≫ 

東京都知事選挙（20 年 7 月 5 日投開票）の告

示日前日の 6 月 17 日、立候補を表明していた小

池百合子知事ら 5 人による共同記者会見をオン

ラインで開催した（写真）。これまでも都知事選

は主要な立候補予定者による共同会見を行って

きたが、今回は発言者全員がリモートで参加。3

人の代表質問者は会見場でモニターを見ながら

質問をしたが、リアルなやりとりができないもど

かしさが残った。 

そうした反省も踏まえ、「ポスト安倍」を決める自民党総裁選立候補者討論会

（9/12）はリアル開催にこだわり、候補者（石

破茂、菅義偉、岸田文雄の 3氏）にクラブへ来

てもらった（写真）。記者席を従来の 4割に減

らし、候補者間にはアクリル板を設置、候補者

と記者席の間も広く取るなど感染対策を講じ

た。また、その 3 日前の 9 月 9 日には立憲民

主党と国民民主党による「合流新党」の代表選

立候補者（泉健太、枝野幸男の 2氏）討論会も

リアルで行い、同時に会員にライブ配信した。 

≪集中企画「3.11 から 10 年」≫ 

東日本大震災から 10年を振り返る「3.11から 10年」を企画した。戸田公明・岩

手県大船渡市長（1/29）を皮切りに、1 カ月強の短期間に被災地の知事、市長、町

長を中心に 16 回にわたり、10 年に込めた思いや復興の現状を語ってもらった。コ

ロナ禍で上京もままならず、ほとんどのゲストが現地からリモートで参加したが、

活発な質疑応答が行われた。 

≪米大統領選など研究会も再開≫ 

最初の緊急事態宣言が解除された 20年 5月 25日以降は、少しずつ従来のように

コロナ関連以外の記者会見や中断していた研究会を行うようになった。 

目前に迫った米大統領選挙を取り上げる「米大統領選の行方」は、渡辺靖・慶應

義塾大学教授（6/23）から再開し、選挙直前までに 5回開催した。大統領選後は「バ
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イデンのアメリカ」に改題して、藤崎一郎・元駐米大使（1/26）、グレン・S・フク

シマ氏（3/3）と続いている。中断していた「次の 10年 若手政治家に問う」も田

村智子・参院議員（7/14）から再開した。 

≪政治家も多数登場≫ 

その時々で注目される政治家をタイミングよく招くことはクラブの特徴のひと

つ。山口那津男・公明党代表（7/22）は、一律 10万円の

特別給付金を実現させた経緯を語った。自民党内に「女

性議員飛躍の会」を結成した稲田朋美・衆院議員（10/14）

は選択的夫婦別姓への支持を表明、総裁選に敗れ無役に

なった岸田文雄・衆院議員（10/21、写真）は近著『核兵

器のない世界へ』を手に登壇した。茂木敏充外相（11/16）

は、コロナが日本外交に与えた影響を振り返った。小泉

進次郎環境相（11/26）は「地方自治体の再エネ導入を拡

大させたい」と述べ、河野太郎行政改革担当相（12/25）

はデジタル化を進める意義を強調した。 

≪地方の話題≫ 

全国的に注目される地方のテーマも取り上げた。「核のごみ」とも呼ばれる、原発

の高レベル放射性廃棄物の最終処分場の選定プロセスに名乗りを上げた北海道の

片岡春雄寿都町長（10/2、写真左）と高橋昌幸・神恵内村長（11/13、同右）は注目

を集めた。片岡町長は「一石を投じて議論の輪を広げたい」と述べ、高橋村長は「20

億円の給付金」目当てではないと明言。リニア

中央新幹線のトンネル工事問題について、県内

に駅が作られないために抵抗しているとの批

判の声もある静岡県からの提案で開催した会

見では、難波喬司・副知事が改めて工事による

生態系への影響に懸念を示した（10/2）。 

≪コロナで人数が限定された原発取材団≫ 

14年から、東京電力福島第一原子力発電所（1F）取材団を継続して実施している。

20 年はまず 1F の取材経験がない記者を対

象に 11月 17日、18日、19日の 2泊 3日で

実施した（写真）が、コロナの影響で東電か

ら人数制限の要請があったため、参加者は

前年の半分の 10人だった。3.11を前にした

取材団は 2 度目の緊急事態宣言によりいっ

たん見送りとなったが、1F 以外の取材はせ

ずバスで直行直帰する日帰りの取材を 3 月

5日、6日に実施、計 10人が参加した。 

このほかにも東日本大震災被災地や海外への取材団派遣を企画していたが、コロ
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ナの感染拡大を考慮して実施を見送った。 

≪記者研修会もリモート開催≫ 

例年 8月に開催し多くの記者が参加してきた「記者研修会」だが、20年度はリア

ルでの開催を断念、時期をずらして 12 月 7 日から 3 日間、リモートで開催した。

コロナで急増したリモート取材をテーマに、注意点や体験談、米国で行われたリモ

ート取材研修会の参加者による報告を配信した。また、録画した動画を 1カ月間限

定で公開した。 

≪記者ゼミもコロナ中心に≫ 

現役記者向けの勉強会「記者ゼミ」は毎年テーマを変えて行っている。20年度は

「科学記者の役割」と題して、科学担当記者向けの講座を企画した。準備段階では

気候変動、ゲノム編集、AIをテーマとして予定していたが、想定外の新型コロナの

拡大を受け、専門家会議の岡部信彦氏を初回の講師に迎えるなどコロナ関連もタイ

ミングよく取り上げた。3.11前には地震と津波の専門家から最近の研究による知見

を聞いたが、最終回には再び岡部氏に講師をお願いして締めくくった。 

過去の記者ゼミで行った「調査報道」と「IT講座」は、20年度も「土曜記者ゼミ」

として開催した。現役記者がアドバイザーとなり、講師やテーマを選定して、リモ

ートで行った。 

Ⅱ.公益目的事業② 日本記者クラブ賞 ――――――――――――― 

≪毎日新聞論説室専門編集委員の青野由利氏に日本記者クラブ賞 
特別賞は NNN ドキュメント・シリーズに≫ 

日本記者クラブは、毎年、報道・評論活動などを通じて顕著な業績をあげ、ジャ

ーナリズムの信用と権威を高めたジャーナリストに日本記者クラブ賞を贈ってい

る。1972年に創設して以来、日本を代表するジャーナリストを顕彰している。2012

年度にはクラブ賞創設 40 年を機に、より開かれた賞をめざして日本記者クラブ賞

特別賞が新設された。特別賞は原則としてクラブ会員以外を対象とし、ジャーナリ

ズムの向上と発展につながる特筆すべき業績や活動を顕彰する。いずれも、日本の

ジャーナリズムの高い水準を内外に示すものであり、言論の自由を擁護し、国民の

知る権利に資する公益目的事業である。 

20年度の日本記者クラブ賞は、専門記者として科学報道の地平を広げてきた青野

由利・毎日新聞論説室専門編集委員に、特別賞は放送開始から 50年を迎えた NNNド

キュメント・シリーズに贈った。 

会員および日本新聞協会・日本民間放送連盟の加盟各社から推薦を募り、2020年

1 月末の締め切りまで日本記者クラブ賞に 11 候補、同特別賞に 4 候補が推薦され

た。 

個人 D会員 7人で構成する推薦委員会は 3月 9日、応募のあったすべての候補に

ついて検討し、総務委員会委員（15人）で構成される選考委員会へ意見を具申した。
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選考委員会は当初、4 月 8 日に開催予定だったが、新型コロナウイルス感染拡大に

ともなう緊急事態宣言の発出により、6月 3日に延期された。選考委員会は青野氏、

NNN ドキュメント・シリーズへの贈賞を決め 6 月 8 日の理事会に答申、同日、報道

各社に発表した。 

贈賞理由は下記のとおり。 

▼青野由利氏 

30年以上にわたり、科学報道の第一線で精力的に取材

を続けてきた。生命科学から宇宙論まで科学の各分野を

わかりやすく解説するだけではなく、「科学と社会との

接点」を常に意識した姿勢も高く評価したい。特に週 1

回の連載コラム「土記」は、科学的視点を踏まえながら

人間の喜怒哀楽が伝わってくる完成度の高い内容とな

っている。『ゲノム編集の光と闇』など単著 7冊、共著・

共訳 9冊と新聞以外でも活発な執筆を続けている。新型

コロナウイルス問題で科学報道の重要性が再認識され

ている時期でもあり、科学報道を牽引してきた業績を顕彰したい。 

▼NNNドキュメント・シリーズ 

社会派ドキュメンタリー番組を 50 年間も継続させる

ことは、放送界の常識を超える偉業であり、関係者の努

力に敬意を表したい。全国各地の NNN系列局が、環境問

題、教育、戦争、貧困などあらゆる社会問題をテーマと

して番組を作り続けてきた結果、番組の歩み自体が戦後

日本社会の歴史を網羅的に記録した貴重な映像アーカ

イブとなっており、今後の研究や教育にも活用できる。

また地方発のドキュメンタリー番組が毎週全国放送さ

れる意義も大きく、現場の意欲と制作力の向上にも貢献

してきた。 

新型コロナ感染拡大防止の観点から、贈賞式は 6 月 22 日の定時社員総会後、同

じ会場で簡易的に行い、記念パーティーは中止した。7 月 29 日の受賞記念講演会

も、会員・一般を対象とした無観客のオンライン講演会に開催方法を変更した。青

野氏と、NNN ドキュメント・シリーズを代表して、テレビ岩手の遠藤隆・報道制作

局シニア・報道主幹兼コンテンツ戦略室長が講演した。 

Ⅲ．公益目的事業③ 会報とインターネットによる情報開示――――― 

日本記者クラブ会報は、毎月 10日に 3500部を発行し、クラブ会員と会員社の関

係報道機関、さらに主要官庁の記者クラブなどに無料で届けている。PDF 版をホー

ムページで一般公開し、誰もが無料で読むことができる。ホームページには会見の

動画や記者によるリポートを掲載し、インターネットの特性を生かし、速報と情報

発信力の強化につなげている。不特定多数の人々が日本記者クラブの活動にアクセ

スでき、国民の知る権利に資する公益目的事業である。 



 

10 

 

2020年度も会報委員会は魅力ある紙面づくりを目指し、企画を中心としたクラブ

事業と連携した特集をその都度掲載した。20年度は新型コロナウイルス感染拡大に

ともない、特に上半期は新型コロナを中心とした紙面作りを行った。 

「クラブゲスト」欄は毎号、記者会見・研究会等に出席した記者に内容を紹介し

てもらっている。20 年度は 4 月号から 3 月号まで 132 件の会見リポートを掲載し

た。そのうち約 50件は、新型コロナウイルス感染症対策専門家会議の脇田隆字、尾

身茂、岡部信彦 3氏の会見などコロナ関連のリポートだった。 

政治が大きく動いた年でもあり、政治関連の討論会を大きく取り上げた。クラブ

史上初のオンライン討論となった 6 月の東京都知事選立候補予定者共同会見、9 月

の「合流新党」代表選立候補者討論会、安倍晋三首相の辞任を受けて行われた自民

党総裁選立候補者討論会について、それぞれ担当企画委員や参加した記者らに感想

を寄せてもらい、特集を組んだ。 

時々の話題のニュースの背景や、取材現場の苦労などを会員社記者が執筆する

「ワーキングプレス」。20年度はダイヤモンド・プリンセス号、20年春の最初の緊

急事態宣言当時の官邸、都庁、東京五輪延期、欧米の感染状況、ワクチン関連など、

新型コロナをめぐる様々な現場の記者による取材記を数多く寄せてもらった。コロ

ナ以外でも安倍首相の電撃辞任、菅首相のメディア対応、米大統領選、京都の ALS

患者嘱託殺人事件など多様なテーマを取り上げた。 

また、会員社出身者による「書いた話・書かなかった話」、取材で出会った人を紹

介する「リレーエッセー」も回を重ねた。各社写真部の力作と個人 D会員によるエ

ッセーでつくる最終ページ「写真回廊」は、魅力的な写真と練達の筆のコラボレー

ションが記者クラブの会報にふさわしい彩りを添えている。 

地域の話題を密着して取材している会員社記者に報告してもらう「新列島報告」

では、「河井夫妻を巡る公職選挙法違反事件」「『核のごみ』処分場選定の第 1段階へ

の応募を表明した北海道の寿都町、神恵内村」など全国的にも注目を集めたテーマ

を、地元メディアの視点で執筆してもらった。青森ねぶた祭中止など、新型コロナ

の地方への影響などについても、様々な切り口で地域の状況を寄稿してもらった。 

幅広く自然災害を取り上げる「被災・防災・減災 最前線」は、新型コロナ関連な

ど扱うべきテーマが多かったため、8 回休載した。それでも西日本豪雨から 2 年、

19年の千曲川氾濫から 1年と、それぞれの節目での地元メディアの取り組みを紹介

した。山形豪雨、熊本の球磨川治水問題なども取り上げた。 

東日本大震災から 10年にあたって、2月号と 3月号で「3.11から 10年」特集を

掲載した。2月号では東京電力福島第一原発事故発生から 10年の節目に地元紙（福

島民報社）と科学記者（日本経済新聞社）、それぞれの視点から寄稿してもらい、JNN

三陸臨時支局についても取り上げた。3 月号では被災地元紙（岩手日報社、河北新

報社、福島民友新聞社）の中堅記者による座談会を、新型コロナ感染対策をとり対

面で開催、地方紙ならではの思いにあふれた内容となった。NHK仙台放送局が 10年

間継続している「被災地からの声」、震災写真報道の取り組み（毎日新聞社）、12年

度に日本記者クラブ賞特別賞を受賞した福島中央テレビ、石巻日日新聞からの寄稿

も掲載した。 
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第 8期記者ゼミ「科学記者の役割」、「調査報道」と「IT講座」の 2 本立てで開催

している土曜記者ゼミについても、その都度、参加した記者による報告を掲載した。 

≪ホームページも充実したコンテンツを掲載≫ 

資料価値の高い会見の文字記録を「会見詳録」としてホームページに掲載してい

る。20 年度は新型コロナの大規模院内感染が起きた永寿総合病院の湯浅祐二院長、

全米図書賞（翻訳文学部門）を受賞した作家の柳美里さん、「はやぶさ 2」プロジェ

クトマネージャを務める津田雄一さんなど 11 件を追加した。会員のエッセーを紹

介する「取材ノート」には、会報に掲載した「書いた話・書かなかった話」「リレー

エッセー」や、ホームページ限定コンテンツである「私の取材余話」「旅の記憶」に

も原稿を随時追加している。 

会見の動画公開以前の重要会見については、20 年度末現在、「音声アーカイブ」

に約 130 本の会見音声を公開している。その中には 21 年 2 月に亡くなった米国の

シュルツ元国務長官、アルゼンチンのメネム元大統領、サウジアラビアのヤマニ元

石油相らの会見音声も含まれており、当時の貴重な肉声を聴くことができる。 

Ⅳ．収益事業 ――――――――――――――――――――――――― 

≪新型コロナウイルスの影響で事業収益は大幅減≫ 

日本記者クラブは大小 4つの会議室（9階会見場、大会議室、小会議室、10階ホ

ール）を持ち、会員に有料で貸し出し、マイクやプロジェクターなど機器の貸与も

行っている。また、ラウンジ、レストランでの飲食サービスは株式会社アラスカに

業務委託しており、売上の一部がクラブの収入（飲食割戻収入）になっている。 

2020年度は、新型コロナウイルス感染症の流行とそれによる緊急事態宣言により、

これらの事業収入が大幅に減少した。 

貸室事業は、19年度第 4四半期（20年 1～3月）からキャンセルが相次いでいた。

東京都に最初の緊急事態宣言が出された 20年 4月 8日から 5月 27日の間は施設を

全面閉鎖したため、すべての事業収入が途絶えた。その後、貸室利用件数はゆるや

かに増加したものの、前年度並みには及ばなかった。21年 1月から 3月の緊急事態

宣言では全面閉鎖はせずに貸室、飲食サービスを行った。 

また、飲食サービスを委託しているアラスカからコロナ禍による打撃が大きいこ

とを理由に飲食売上の割戻の免除要請があり、第 650回理事会（6/8）で年度内の免

除を承認した。 

貸室利用件数と収入は年間で 289 件、10,631,879 円だった。19 年度の 954 件、

33,461,194 円に比べいずれも約 30％と大きく減少した。飲食売上割戻は、アラス

カからの免除要請前に発生した 42,298 円だけだった。免除せずに割戻を受け取っ

た場合の金額を試算したが、19年度比約 14％と貸室以上に大きく落ち込んでいた。 

以上、3つの事業収益の合計額は 12,055,177円となり、前年度（54,987,259円）

から 42,932,082円、約 78％の大幅減となった。 
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Ⅴ．日本記者クラブの運営 ――――――――――――――――――― 

≪新型コロナウイルス感染症への対応≫ 

2020年春の新型コロナウイルスの国内感染拡大ならびに、東京を含む 7都道府県

に発出された 4月 7日の緊急事態宣言により、クラブも対応を余儀なくされた。 

翌 4月 8日以降当面の間、すべての施設を閉室することを決め、会員にはメール、

ファクス、はがき、ホームページで周知した。職員は原則在宅勤務とし、事務局へ

の問い合わせには管理職が輪番で出社して対応した。 

5 月 25 日に緊急事態宣言が全面解除されたことを受け、同 28 日に施設を再開し

た。当面は開室時間の短縮や利用人数の制限、レストランの営業時間変更等の対策

を取り、感染拡大防止に努めた。これ以降、段階的に制限を緩和し、6月 29日には

通常の開室・営業時間に戻した。 

21年 1月 7日、1都 3県に対し再発出された緊急事態宣言を受け、翌 1月 8日か

ら開室時間を短縮し、和食レストランの夜営業を休止した。3月 21日に宣言が解除

された後は、開室時間を延長し、レストランの夜の営業を再開した。今後も行政の

措置に沿って対応していく。 

対応の詳細（20年 4月以降のクラブラウンジ開室時間、和食レストラン営業時間

の変遷）は以下の通り。 

▼20年 4月 8日～5月 27日 

《ラウンジ》平日、土曜ともに閉室 

《和食レストラン》平日、土曜ともに休業 

▼5月 28日～31日 

《ラウンジ》平日：午前 10時～午後 6時／土曜：閉室 

《和食レストラン》平日：午前 11時 30分～午後 2時 30分（昼営業のみ） 

土曜：休業 

▼6月 1日～14日 

《ラウンジ》平日、土曜ともに午前 10時～午後 6時 

《和食レストラン》平日：午前 11時 30分～午後 2時 30分（昼営業のみ） 

土曜：午前 11時 30分～午後 2時 30分 

▼6月 15日～28日 

《ラウンジ》平日：午前 10時～午後 8時／土曜：午前 10時～午後 6時 

《和食レストラン》平日：午前 11時 30分～午後 2時 30分 

            午後 5時～午後 8時（時短営業） 

土曜：午前 11時 30分～午後 2時 30分 

▼6月 29日～21年 1月 7日 

《ラウンジ》平日：午前 10時～午後 9時 30分／土曜：午前 10時～午後 6時 
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《和食レストラン》平日：午前 11時 30分～午後 2時 30分 

            午後 5時～午後 9時 

土曜：午前 11時 30分～午後 2時 30分 

▼1月 8日～3月 21日 

《ラウンジ》平日：午前 10時～午後 6時／土曜：閉室 

《和食レストラン》平日：午前 11時 30分～午後 2時 30分（昼営業のみ） 

土曜：休業 

▼3月 22日～ 

《ラウンジ》平日：午前 10時～午後 9時／土曜：午前 10時～午後 6時 

《和食レストラン》平日：午前 11時 30分～午後 2時 30分 

            午後 5時～午後 9時 

土曜：午前 11時 30分～午後 2時 30分 

≪理事会・総会を延期≫ 

上記のとおり 20 年春はクラブ施設を閉鎖した期間があったため、予定していた

会議日程を一部変更した。4 月 22 日の理事会は 6 月 8 日に、5 月 27 日の定時社員

総会は 6月 22日にそれぞれ延期した（第 648回理事会、5/18）。 

≪総会記念講演、新年互礼会員懇親会など恒例行事も中止≫ 

毎年 5月下旬の定時社員総会にあわせて開催している総会記念講演、年初の新年

互礼会員懇親会についても、新型コロナの感染拡大により中止とせざるを得なかっ

た。クラブの活動に賛同する一般企業や国際機関の広報担当者などを対象にした賛

助会員向けの催しも、20年度は開催を取りやめた。 

≪伊藤芳明元理事長を名誉会員に≫ 

第 662回理事会（3/24）は、定款第 3章第 5条第 5項（＊）にのっとり、14年 5

月から 17年 5月まで、第 17代理事長を務めた毎日新聞の伊藤芳明氏を名誉会員に

推薦することを承認した。これまでも歴代理事長が社長職などを退き、顧問等にな

った際などに、理事会として名誉会員に推薦している。 

＊定款第 3章第 5条第 5項 

名誉会員：この法人に対し、特に功労のあったもので、理事会で推薦された個人 

≪法人会員は 2 社減 法人賛助会員は 1 社増 3 社減≫ 

日本記者クラブの会員はプレス会員（法人会員、基本会員、個人 A、個人 B、個人

C、個人 D）と賛助会員（法人賛助、個人賛助、特別賛助）、名誉・功労会員、学生会

員によって構成されている。中でも新聞・通信、放送各社が登録している法人会員

は会費収入の約 82 パーセントを負担すると同時に、最高議決機関である社員総会

を構成するなど、財政上も運営上も中心的存在としてクラブを支えている。20年度、

法人会員社は 2 社（熊本朝日放送、NHK エンタープライズ）が退会した。一般企業
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の登録区分である法人賛助会員は 1 社（電通グループ）入会、3 社（電源開発、ウ

ェーバー・シャンドウィック、日本マイクロソフト)が退会した。 

≪コロナ禍による退会希望相次ぐ 個人 D 会員≫ 

クラブでは各社出身社を主な対象とした会員区分（個人 D 会員）を設けている。

20 年度はこの個人 D 会員の退会が増加した。「新型コロナの影響で外出を控えてお

り、今後の利用機会も見込めないため」との理由が多くを占めた。個人 D会費は 17

年春の会費引き下げ（月額 6,100円を 5,000円に、80歳以上の会員に適用していた

割引会費（月額 2,000 円）の新規適用を廃止）からしばらくは新規入会者が増え、

会員数の増加が続いたが、19 年度から再び前年比マイナスとなり、20 年度はマイ

ナス 21 人となった。これまでも入会促進策として、各社の社内報・社友会報への

「クラブ会員募集のお知らせ」掲載を依頼していたが、今後も継続して取り組んで

いきたい。 

≪入会金免除 特別賛助会員の入会金を除き 2020 年度も継続≫ 

理事会では会員増加策の一環として、法人会員と法人賛助会員の入会金を 13 年

度から免除してきた。第 643回理事会（2020/1/23）は新規入会の特別賛助会員を除

き、この措置を 20年度も継続することを申し合わせた。 

2021年 3月 31日現在の会員数は以下の通り。カッコ内は前年との増減。 

【プレス会員】 

法人会員 130社 （- 2社）  

基本会員 726人 （- 13人）  

個人 A会員 259人 （- 20人）  

個人 B会員  59人 （+ 3人）  

個人 C会員  63人 （±0人）  

個人 D会員 801人 （- 21人） 

【賛助会員】 

法人賛助会員 55社 （- 2社） 

 103人 （- 5人） 

個人賛助会員  17人 （- 2人） 

特別賛助会員 102人 （- 5人） 

【その他の会員】 

名誉・功労会員 11人 （± 0人） 

学生会員 70人 （- 30人） 

  

合計 185社   （- 4社） 

 2,211人 （- 93人） 
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≪各委員会の活動≫ 

総務委員会 事業計画、事業報告、予算案、決算案など理事会に諮るべき議題につ

いて協議した。 

会員資格委員会 毎月 1 回開催し、届けのあった入会希望者について可否を協議

し、結果を理事会に答申した。 

企画委員会 毎月 1回開催し、招へいするゲストや取り上げるテーマについて協議

したほか、記者会見、研究会などの実施に当たっては委員が司会を担当した。 

会報委員会 毎月 1回開催し、次号会報の編集方針について協議した。 

施設運営委員会 3回開催し、事務局からの事業収入報告を受けたほか、感染状況

に対応したクラブ施設の運営について協議した。 

日本記者クラブ賞推薦委員会 応募のあった日本記者クラブ賞、同特別賞の候補全

員について議論し、有力候補を日本記者クラブ賞選考委員会に具申した。 

日本記者クラブ賞選考委員会 日本記者クラブ賞推薦委員会からの具申を踏まえ、

受賞者を選考し理事会に答申した。 
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日本記者クラブ 理事・監事 2021年 3月 31日現在 

理事長 原 田 亮 介 日本経済新聞社論説主幹 

副理事長 井 原 康 宏 共同通信社常務理事 

副理事長 小 池 英 夫 日本放送協会理事 

専務理事 土 生 修 一 日本記者クラブ専務理事兼事務局長 

理事 前 田 浩 智 毎日新聞社論説委員長 
総務委員長 

理事 田 中 隆 之 読売新聞社常務取締役編集局長 
会員資格委員長 

理事 西 村 陽 一 朝日新聞社常務取締役 
企画委員長   

理事 乾  正 人 産経新聞社執行役員（論説・正論担当）論説委員長 
会報委員長   

理事 皆 川  毅 時事通信社取締役 
施設運営委員長 

理事 小 林  巧 北海道新聞社東京支社長 

 石 川 雄 康 河北新報社東京支社長 

 野 村 辰 行 福島民報社東京支社長 

 高 橋 正 浩 下野新聞社東京支社長 

 大須賀紳晃 静岡新聞社代表取締役社長 

 喜 聞 広 典 中日新聞社取締役論説担当兼 
  東京本社論説室論説主幹 

 飛 田 和 重 北國新聞社東京支社長 

 加 藤 佳 紀 福井新聞社東京支社長 

 都 留 正 伸 西日本新聞社執行役員東京支社長兼編集長 

 竹 内  明 ＴＢＳテレビ報道局長 

 粕 谷 賢 之 日本テレビ放送網取締役執行役員報道局解説委員長 

 宮 川  晶 テレビ朝日報道局長 

 小 林  毅 フジテレビジョン取締役ニュース総局報道担当 

 野 口 雄 史 テレビ東京執行役員報道局長 

 梅 本 史 郎 毎日放送代表取締役専務取締役 

 飯 田 晃 久 ＣＢＣテレビ報道・情報制作局長 

 西 野 文 章 日本新聞協会専務理事・事務局長 

 永 原  伸 日本民間放送連盟専務理事 

 富 田  恵 日本プレスセンター専務取締役 

監事          赤 穂 啓 子 日刊工業新聞社論説副委員長 

 岡 部 伸 康 神奈川新聞社取締役統合編集局長 

（了） 



タイトル 日付 人数 リモート 詳録

◆ 「合流新党」代表選立候補者討論会　泉健太 国民民主党政調会長/枝野幸男 立憲民
主党代表

9月9日 115

◆ 自民党総裁選立候補者討論会　石破茂/菅義偉/岸田文雄 9月12日 176 詳

◆ 青野由利 毎日新聞論説室専門編集委員/遠藤隆 テレビ岩手報道制作局シニア・報道
主幹兼コンテンツ戦略室長（NNNドキュメント・シリーズ代表）

7月29日 108 リ 詳

◆ 武田徹 専修大学教授、ジャーナリスト　【新型コロナウイルス（6）】 4月1日 61

◆ 飯島渉 青山学院大学教授　【新型コロナウイルス（7）】 4月3日 48

◆ 澤田康幸 アジア開発銀行（ADB）チーフエコノミスト　【アジア経済見通し2020年版】 4月6日 17 リ

◆ 仁坂吉伸 和歌山県知事　【新型コロナウイルス（8）】 4月10日 40 リ

◆ 横倉義武 日本医師会会長　【新型コロナウイルス（9）】 4月17日 118

◆ 福井トシ子 日本看護協会会長　【新型コロナウイルス（10）】 4月22日 92

◆ 武藤香織 東京大学医科学研究所公共政策研究分野教授/仁木崇嗣 一般社団法人
ユースデモクラシー推進機構代表理事　【新型コロナウイルス（11）】

4月23日 92

◆ 嶋津岳士 日本救急医学会代表理事/坂本哲也 日本臨床救急医学会代表理事　【新
型コロナウイルス（12）】

4月24日 86 リ

◆ 小島美里 NPO法人暮らしネット・えん代表理事　【新型コロナウイルス（13）】 4月24日 75 リ

◆ 内田勝彦 全国保健所長会会長（大分県東部保健所所長）/白井千香 同副会長兼危
機管理委員長（枚方市保健所所長）/清古愛弓 同副会長（葛飾区保健所所長）/山本
長史 同渉外担当副常務理事（北海道渡島保健所兼八雲保健所所長）　【新型コロナウ
イルス（14）】

4月25日 89 リ

◆ 鳥井一平 「移住者と連帯する全国ネットワーク」代表理事　【新型コロナウイルス（15）】 4月28日 48 リ

◆ 高野龍昭 東洋大学准教授　【新型コロナウイルス（16）】 4月30日 73

◆ 岩崎詩都香 「高等教育無償化プロジェクトFREE」 代表/山岸鞠香 「一律学費半額を求
めるアクション」代表　【新型コロナウイルス（17）】

5月1日 62 リ

◆ 赤間裕弥 帝国データバンク東京支社情報部部長　【新型コロナウイルス（18）】 5月15日 100

◆ 飯泉嘉門 全国知事会会長（徳島県知事）　【新型コロナウイルス（19）】 5月18日 87 リ

◆ 鈴木剛 全国ユニオン会長/関口達矢 同事務局長、東京ユニオン副執行委員長/関根
秀一郎 派遣ユニオン書記長/広岡法浄 ユニオンみえ委員長/遠藤カルロス健二 ユニ
オンみえ副委員長/神部紅 ユニオンみえ書記長　【新型コロナウイルス（20）】

5月19日 71 リ

◆ 澤田康幸 アジア開発銀行（ADB）チーフエコノミスト　【新型コロナウイルス（21）】 5月21日 88 リ

◆ 湯﨑英彦 広島県知事/大井川和彦 茨城県知事/達増拓也 岩手県知事/大村秀章
愛知県知事/鈴木英敬 三重県知事　【新型コロナウイルス（22）】

5月21日 84 リ

◆ 神津里季生 日本労働組合総連合会（連合）会長　【新型コロナウイルス（23）】 5月27日 70

◆ 猪口雄二 全日本病院協会会長　【新型コロナウイルス（24）】 5月27日 59

◆ 矢内廣 ぴあ代表取締役社長　【新型コロナウイルス（25）】 5月29日 131

◆ 川本恭治 城南信用金庫理事長　【新型コロナウイルス（26）】 6月4日 76

◆ 王寺直子 全国認定こども園協会副代表理事、認定こども園あかさかルンビニー園園長/
池本美香 日本総合研究所調査部主任研究員/大日向雅美 恵泉女学園大学学長/奥
山千鶴子 NPO法人子育てひろば全国連絡協議会理事長　【新型コロナウイルス（27）】

6月5日 64 リ

※「リ」はゲストが一部でもリモート登壇したもの

2020年度　日本記者クラブ行事一覧　　　                     　  ※「詳」はウェブサイトに「会見詳録」（文字起こし）を掲載しているもの

討論会　2回

クラブ賞記念講演　1回

記者会見、研究会　157 回
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タイトル 日付 人数 リモート 詳録

※「リ」はゲストが一部でもリモート登壇したもの

2020年度　日本記者クラブ行事一覧　　　                     　  ※「詳」はウェブサイトに「会見詳録」（文字起こし）を掲載しているもの

◆ 東京都知事選立候補予定者共同会見　宇都宮健児 元日本弁護士連合会会長/小野
泰輔 元熊本県副知事/小池百合子 東京都知事/立花孝志 NHKから国民を守る党党
首/山本太郎 れいわ新選組代表

6月17日 246 リ

◆ 湯﨑英彦 広島県知事/小林慶一郎 東京財団政策研究所研究主幹/冨山和彦 経営
共創基盤代表取締役CEO　【新型コロナウイルス（28）】

6月18日 113 リ

◆ 渡辺靖 慶應義塾大学教授　【米大統領選の行方（3）】 6月23日 101

◆ 脇田隆字 新型コロナウイルス感染症対策専門家会議座長（国立感染症研究所所長）/
尾身茂 同副座長（独立行政法人地域医療機能推進機構理事長）/岡部信彦同構成員
（川崎市健康安全研究所所長）　【新型コロナウイルス（29）】

6月24日 201 詳

◆ 田中良 東京都杉並区長　【新型コロナウイルス（30）】 6月25日 58

◆ 斉藤猛 東京都江戸川区長　【新型コロナウイルス（31）】 6月30日 54

◆ 湯浅祐二 永寿総合病院院長　【新型コロナウイルス（32）】 7月1日 126 詳

◆ 児玉龍彦 東京大学先端科学技術研究センターがん・代謝プロジェクト プロジェクト リー
ダー、東京大学名誉教授/村上世彰 一般財団法人村上財団　創設者　【新型コロナウ
イルス（33）】

7月3日 90

◆ 藤田孝典 NPO法人ほっとプラス代表理事　【新型コロナウイルス（34）】 7月6日 33

◆ イナ・レーペル 駐日ドイツ大使/ローター・ヴィーラー ロベルト・コッホ研究所所長 7月8日 69 リ

◆ ローラン・ピック 駐日フランス大使 7月10日 82

◆ 田村智子 参議院議員（日本共産党）　【次の10年　若手政治家に問う（4）】 7月14日 58

◆ 山極壽一 日本学術会議会長（京都大学総長）/秋葉澄伯 同第二部大規模感染症予
防・制圧体制検討分科会委員長（弘前大学特任教授・鹿児島大学名誉教授）/糠塚康
江 同第二部大規模感染症予防・制圧体制検討分科会幹事（東北大学名誉教授）　【新
型コロナウイルス（35）】

7月20日 116 リ

◆ 堀内詔子 衆議院議員（自由民主党）　【次の10年 若手政治家に問う（5）】 7月22日 34

◆ 山口那津男 公明党代表 7月22日 82

◆ 雨宮正佳 日本銀行副総裁 7月29日 87

◆ 中尾武彦 前アジア開発銀行（ADB）総裁、みずほ総合研究所理事長　【著者と語る『ア
ジア経済はどう変わったかーアジア開発銀行総裁日記』】

7月30日 48

◆ 三牧聖子 高崎経済大学准教授　【米大統領選の行方（4）】 7月31日 87

◆ 本間基寛 日本気象協会専任主任技師/増田有俊 日本気象協会技術戦略室副室長
【九州豪雨災害】

8月3日 62

◆ 保坂展人 東京都世田谷区長　【新型コロナウイルス（36）】 8月4日 100

◆ 川瀬宏明 気象庁気象研究所応用気象研究部・第二研究室主任研究官　【気候変動と
豪雨災害】

8月5日 79 リ

◆ 萩原健 国境なき医師団緊急対応コーディネーター兼活動責任者/落合厚彦 同プロジェ
クト責任者　【新型コロナウイルス（37）】

8月6日 62 リ

◆ 広瀬慶輔 大阪府寝屋川市長　【新型コロナウイルス（38）】 8月6日 38

◆ 冷泉彰彦 作家、在米ジャーナリスト　【米大統領選の行方（5）】 8月7日 63 リ

◆ 調恒明 地方衛生研究所全国協議会会長（山口県環境保健センター所長）/岡部信彦
同副会長（川崎市健康安全研究所所長）/四宮博人 同副会長（愛媛県立衛生環境研
究所所長）/三﨑貴子  川崎市健康福祉局健康安全研究所企画調整担当部長　【新型
コロナウイルス（39）】

8月7日 61 リ

◆ 中満泉 国連事務次長（軍縮担当上級代表） 8月11日 73

◆ 衛藤晟一 内閣府特命担当大臣（少子化対策） 8月21日 68
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◆ 岸本充生 大阪大学社会技術共創研究センター（ELSIセンター）センター長、大阪大学
データビリティフロンティア機構教授/工藤郁子 大阪大学社会技術共創研究センター
（ELSIセンター）招へい教員、PHP総研主任研究員　【新型コロナウイルス（40）】

8月31日 75 リ

◆ 杜若政彦 イオン（湖北）総経理/南慎一郎 イオンモール（湖北）総経理　【新型コロナウ
イルス（41）】

9月8日 71 リ

◆ 秋元諭宏 笹川平和財団米国会長兼理事長　【米大統領選の行方（6）】 9月10日 102 リ

◆ 十代目松本幸四郎　【新型コロナウイルス（42）】 9月15日 75

◆ 高坂晶子 日本総合研究所主任研究員　【新型コロナウイルス（43）】 9月17日 59

◆ 吉村洋文 大阪府知事/松井一郎 大阪市長 9月23日 107

◆ 石田一喜 農林中金総合研究所主事研究員　【新型コロナウイルス（44）】 9月24日 38

◆ 武井俊輔 衆議院議員（自由民主党）　【次の10年　若手政治家に問う（6）】 9月24日 34

◆ 小宮山宏 元東京大学総長、三菱総合研究所理事長/小林慶一郎 東京財団政策研究
所研究主幹/井伊雅子 一橋大学国際・公共政策大学院教授/大橋博樹 多摩ファミ
リークリニック院長/湯﨑英彦 広島県知事　【新型コロナウイルス（45）】

9月25日 87 リ

◆ 高橋和夫 放送大学名誉教授　【アメリカ大統領選挙と中東】 9月25日 48

◆ リチャード・コート 駐日オーストラリア大使 9月30日 41

◆ 難波喬司 静岡県副知事 10月2日 91

◆ 片岡春雄 北海道寿都町長 10月2日 109 リ

◆ 小松﨑友子  iNTO代表取締役、観光ブランディングプロデューサー　【新型コロナウイル
ス（46）】

10月6日 47

◆ 秋本真利 衆議院議員（自由民主党）　【次の10年　若手政治家に問う（7）】 10月6日 33

◆ 新型コロナ対応・民間臨時調査会：小林喜光委員長（三菱ケミカルホールディングス取
締役会長、前経済同友会代表幹事）/大田弘子委員（政策研究大学院大学特別教授、
元内閣府特命担当大臣(経済財政政策担当))/笠貫宏委員（早稲田大学特命教授、元
東京女子医科大学学長）/野村修也委員（中央大学法科大学院教授、森・濱田松本法
律事務所客員弁護士）/塩崎彰久共同主査(長島・大野・常松法律事務所パートナー弁
護士)/浦島充佳共同主査(東京慈恵会医科大学教授、小児科専門医)/船橋洋一 アジ
ア・パシフィック・イニシアティブ理事長

10月8日 100

◆ アニス・ウッザマン 米ペガサス・テック・ベンチャーズ代表パートナー兼CEO　【米大統領
選の行方（7）】

10月13日 58 リ

◆ 水鳥真美 国連事務総長特別代表（防災担当）兼国連防災機関長 10月13日 36 リ

◆ 稲田朋美 衆議院議員 10月14日 70

◆ 葛西健 世界保健機関（WHO） 西太平洋地域事務局長 10月14日 60 リ

◆ ニダル・ヤヒヤー 駐日レバノン大使 10月16日 35

◆ よみがえる羅城門：松浦晃一郎  「明日の京都　文化遺産プラットフォーム」会長、元ユネ
スコ事務局長/千玄室 裏千家前家元/土岐憲三 立命館大学特別研究フェロー/西園
寺裕夫 公益財団法人五井平和財団理事長

10月20日 65

◆ 岸田文雄 衆議院議員 10月21日 84

◆ 甘利明 衆議院議員 10月22日 116

◆ コロナ危機下のバランスシート問題への対応に関する政策提言：梅屋真一郎 野村総合
研究所未来創発センター制度戦略研究室長/高田創 岡三証券グローバル・リサーチ・セ
ンター理事長/冨山和彦 経営共創基盤IGPIグループ会長/小林信明 長島・大野・常松
法律事務所パートナー

10月23日 52 リ

◆ 学術会議任命拒否撤回を求める学者有志：鈴木淳 東京大学大学院教授/古川隆久
日本大学教授/瀬畑源 龍谷大学准教授

10月26日 84 リ
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◆ アンデシュ・テグネル 疫学者、スウェーデン政府新型コロナ対策責任者/ペールエリック・
ヘーグベリ 駐日スウェーデン大使　【スウェーデンのコロナ対策】

11月2日 80 リ

◆ 向井治紀 内閣官房番号制度推進室長兼情報通信技術(IT)総合戦略室長代理(副政
府CIO) 兼 内閣府大臣官房番号制度担当室長、内閣審議官　【デジタル庁とマイナン
バー（1）】

11月4日 83 詳

◆ 尾﨑治夫 東京都医師会会長　【新型コロナウイルス（47）】 11月5日 92

◆ 人文社会系学協会連合連絡会：石井まこと 社会政策学会代表幹事（大分大学教授）/
河村哲二 経済理論学会代表幹事（法政大学教授）/木原活信 日本社会福祉学会会
長（同志社大学教授）/木村茂光 日本歴史学協会常任委員・前委員長（東京学芸大学
名誉教授）/木本忠昭 日本科学史学会会長（東京工業大学名誉教授）/坂上貴之 日
本心理学会理事長（慶應義塾大学名誉教授）/佐藤泉 日本近代文学会運営委員長
（青山学院大学教授）/島薗進 日本宗教研究諸学会連合委員長（上智大学教授）/野
家啓一 日本哲学系諸学会連合委員長（東北大学名誉教授）/広田照幸 日本教育学
会会長（日本大学教授）

11月6日 56

◆ 國井修 世界エイズ・結核・マラリア対策基金（グローバルファンド）戦略投資効果局長
【新型コロナウイルス（48）】

11月9日 70

◆ 梅屋真一郎 野村総合研究所未来創発センター制度戦略研究室長　【デジタル庁とマイ
ナンバー（2）】

11月11日 67

◆ 荒中 日本弁護士連合会会長 11月13日 38

◆ パトリシア・フロア 駐日欧州連合代表部代表・大使 11月13日 48

◆ 高橋昌幸 北海道神恵内村長 11月13日 75 リ

◆ 茂木敏充 外務大臣 11月16日 115

◆ 田原総一朗 ジャーナリスト　【著者と語る『戦後日本政治の総括』】 11月16日 86

◆ 沖大幹 国連大学上級副学長、国連事務次長補、東京大学生産技術研究所教授 11月17日 41

◆ 焼家直絵 国連世界食糧計画（WFP）日本事務所代表/ラスムス・エーゲンダル 同イエメ
ン事務所副代表

11月17日 49 リ

◆ 山口昌子 元産経新聞パリ支局長（在仏）　【新型コロナウイルス（49）】 11月20日 48 リ

◆ 小林恭子 在英ジャーナリスト　【新型コロナウイルス（50）】 11月24日 51 リ

◆ 清水康之 いのち支える自殺対策推進センター代表理事 　【新型コロナウイルス（51）】 11月25日 89

◆ 熊谷徹 在独ジャーナリスト　【新型コロナウイルス（52）】 11月25日 94 リ

◆ 兒玉和夫 フォーリン・プレスセンター理事長、前欧州連合（EU）日本政府代表部特命全
権大使

11月26日 33

◆ 小泉進次郎 環境大臣 11月26日 99

◆ スウェーデンの個人番号制度：インゲヤード・ヴィデル 国税庁事業開発担当官/ソフィー・
アンカルクローナ＝テリーン インフラ整備省デジタル社会局顧問/ローゲル・ファーゲルー
ド インフラ整備省デジタル行政部門（DIGG）シニアストラテジスト/高橋佳代  同国在住
【デジタル庁とマイナンバー（3）】

11月27日 38 リ

◆ 西山隆行 成蹊大学学長補佐、教授　【米大統領選の行方（8）】 11月30日 49

◆ セルギー・コルスンスキー 駐日ウクライナ大使 11月30日 36

◆ 三木由希子 情報公開クリアリングハウス理事長　【デジタル庁とマイナンバー（4）】 12月1日 49

◆ 越塚登 東京大学大学院情報学環長・学際情報学府長　【デジタル庁とマイナンバー
（5）】

12月7日 66

◆ 手塚悟 慶應義塾大学教授　【デジタル庁とマイナンバー（6）】 12月11日 53

◆ 梅本和義 国際交流基金（JF）理事長 12月16日 69

◆ 森信茂樹 東京財団政策研究所研究主幹　【デジタル庁とマイナンバー（7）】 12月17日 50 詳
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◆ 浅見靖仁 法政大学教授　【揺れるタイ　反政府デモの行方は】 12月18日 46

◆ 長谷川秀樹 国立感染症研究所インフルエンザウイルス研究センター長　【新型コロナウ
イルス（53）】

12月21日 113

◆ 石井健 東京大学医科学研究所 感染・免疫部門ワクチン科学分野教授　【新型コロナウ
イルス（54）】

12月22日 92 リ 詳

◆ 柳美里 作家 12月23日 104 詳

◆ 河野太郎 行政改革担当大臣 12月25日 78

◆ 浅川雅嗣 アジア開発銀行（ADB）総裁 1月12日 97

◆ 矢嶋康次 ニッセイ基礎研究所研究理事、チーフエコノミスト　【2021年経済見通し（1）】 1月13日 94

◆ 村山治 ジャーナリスト　【著者と語る『安倍・菅政権vs.検察庁 暗闘のクロニクル』】 1月14日 89

◆ 平将明 衆議院議員（自由民主党）　【次の10年　若手政治家に問う（8）】 1月14日 42

◆ 関根敏隆 一橋大学国際・公共政策大学院教授　【2021年経済見通し（2）】 1月15日 92

◆ 大槻奈那 マネックス証券執行役員　【2021年経済見通し（3）】 1月18日 69

◆ 津田雄一 「はやぶさ２」プロジェクトマネージャ 1月18日 93 リ 詳

◆ 小林慶一郎 東京財団政策研究所研究主幹、慶應義塾大学客員教授　【2021年経済
見通し（4）】

1月20日 102

◆ 梅屋真一郎 野村総合研究所未来創発センター制度戦略研究室長/武田佳奈  同未来
創発センター未来価値研究室上級コンサルタント　【コロナ禍で急増する女性の『実質的
失業』と孤立】

1月21日 63

◆ 友田信男 東京商工リサーチ常務取締役情報本部長　【2021年経済見通し（5）】 1月25日 89

◆ 藤崎一郎 元駐米大使　【バイデンのアメリカ（1）】 1月26日 106

◆ 下山進 ノンフィクション作家　【著者と語る『アルツハイマー征服』】 1月27日 62

◆ ポール・マデン 駐日英国大使 1月28日 88

◆ 梶谷懐 神戸大学大学院教授　【2021年経済見通し（6）】 1月29日 85 リ

◆ 戸田公明 岩手県大船渡市長　【3.11から10年（1）】 1月29日 63 リ

◆ 達増拓也 岩手県知事　【3.11から10年（2）】 2月1日 80 リ

◆ 山田久 日本総合研究所副理事長　【2021年経済見通し（7）】 2月3日 80 リ 詳

◆ 宮本皓一 福島県富岡町長　【3.11から10年（3）】 2月4日 81 リ

◆ 菅原茂 宮城県気仙沼市長　【3.11から10年（4）】 2月4日 65 リ

◆ 杉岡誠 福島県飯舘村長　【3.11から10年（5）】 2月8日 88 リ

◆ 戸羽太 岩手県陸前高田市長　【3.11から10年（6）】 2月12日 90 リ

◆ 須田善明 宮城県女川町長　【3.11から10年（7）】 2月16日 69 リ

◆ 片山善博 早稲田大学大学院教授　【著者と語る『知事の真贋』】 2月16日 68 リ 詳

◆ 内堀雅雄 福島県知事　【3.11から10年（8）】 2月17日 70 リ

◆ 五百旗頭真 公益財団法人ひょうご震災記念21世紀研究機構理事長　【3.11から10年
（9）】

2月17日 62

◆ 齊藤貢 前駐イラン大使　【米政権交代とイラン・湾岸情勢の行方】 2月18日 61

◆ 遠藤雄幸 福島県川内村長　【3.11から10年（10）】 2月19日 65 リ

◆ 澤田純 日本電信電話株式会社（NTT）代表取締役社長 2月19日 74

◆ 山本正德 岩手県宮古市長　【3.11から10年（11）】 2月22日 60 リ
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◆ 飯泉嘉門 全国知事会会長、新型コロナウイルス緊急対策本部長（徳島県知事）/平井
伸治 全国知事会新型コロナウイルス緊急対策本部長代行（鳥取県知事）　【新型コロナ
ウイルス（55）】

2月22日 68 リ

◆ 吉田数博 福島県浪江町長　【3.11から10年（12）】 2月24日 60 リ

◆ 佐藤仁 宮城県南三陸町長　【3.11から10年（13）】 2月24日 53

◆ 中西嘉宏 京都大学准教授、京都大学大学院准教授　【ミャンマー情勢】 2月24日 84 リ

◆ 大坪毅人 聖マリアンナ医科大学病院長　【新型コロナウイルス（56）】 2月25日 55

◆ モルテザ・ラフマーニ・モヴァッヘド 駐日イラン大使 2月26日 43

◆ 福井健策 弁護士/伊東敦 一般社団法人ABJ広報部会長（集英社編集総務部部長代
理）　【オンライン海賊版の猛威ー改正著作権法施行と国際的な課題】

2月26日 53

◆ 一力遼 二冠/宋光復 九段 3月1日 50

◆ グレン・S・フクシマ 米国先端政策研究所上席研究員　【バイデンのアメリカ（2）】 3月3日 84 リ

◆ 細野豪志 衆議院議員　【3.11から10年（14）】 3月4日 56 リ

◆ 三浦まり 上智大学教授　【ジェンダーと政治（1）】 3月4日 54 リ

◆ 被災地ドキュメンタリー座談会：遠藤隆  「たゆたえども沈まず」監督、テレビ岩手シニア報
道主幹/小森はるか  「空に聞く」監督/島田隆一  「春を告げる町」監督/尹美亜  「一陽
来復 Life Goes On」監督　【3.11から10年（15）】

3月5日 48 リ

◆ 武田真一 宮城教育大学特任教授 、311いのちを守る教育研修機構統括プロデュー
サー、3.11メモリアルネットワーク共同代表　【3.11から10年（16）】

3月8日 45

◆ 梅屋真一郎 野村総合研究所未来創発センター制度戦略研究室長/武田佳奈  野村総
合研究所未来創発センター未来価値研究室上級コンサルタント　【なぜ＜実質的失業者
＞に支援の手が届かないのか】

3月9日 55

◆ ミハイル・ユーリエヴィチ・ガルージン 駐日ロシア大使 3月10日 65

◆ 香取照幸 上智大学教授、一般社団法人未来研究所臥龍代表理事 3月15日 106

◆ ナビル・シャアス パレスチナ自治政府議長外交顧問（元外相） 3月17日 62 リ

◆ 伊藤公雄 京都産業大学教授　【ジェンダーと政治（2）】 3月19日 44 リ

◆ 前田健太郎 東京大学大学院准教授　【ジェンダーと政治（3）】 3月22日 56 リ

◆ ラン・バリツェル イスラエルコロナ対策専門家チーム代表　【新型コロナウイルス（57）】 3月24日 87 リ

◆ 須藤龍也 朝日新聞編集委員（サイバーセキュリティ担当） 12月7日 93

◆ 大矢英代 在米ジャーナリスト、ドキュメンタリー映画監督 12月8日 75

◆ 秋元宏美 NHKネットワーク報道部/加藤弘士 スポーツ報知デジタル編集デスク/吉田純
子 朝日新聞文化くらし報道部編集委員

12月9日 77

◆ 東京電力福島第一原発構内▼ホテル双葉の杜 志賀崇社長 11月17日

◆ 東日本大震災原子力災害伝承館▼産業交流センター▼吉田数博 浪江町長 11月18日

◆ Jヴィレッジ施設▼請戸漁協▼ふたば未来学園 11月19日

◆ 東京電力福島第一原発構内 3月5日

◆ 東京電力福島第一原発構内 3月6日

記者研修会2020 Online（12/7～9）　計245人

東京電力福島第一原発取材団（11/17～19）　9社10人

東京電力福島第一原発取材団（3/5、６）　各5人（計10社10人）
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◆ 平塚隆一郎 山徳平塚水産社長 2月15日 10 リ

◆ 佐藤敏郎 小さな命の意味を考える会代表 2月16日 11 リ

◆ 岡部信彦 川崎市健康安全研究所所長（1） 6月1日 75 リ

◆ 松下和夫 京都大学名誉教授、地球環境戦略研究機関（IGES）シニアフェロー（2） 7月7日 10

◆ 石井雅男 気象研究所研究総務官（3） 7月28日 20

◆ 武藤香織 東京大学医科学研究所公共政策研究分野教授（4） 9月16日 24

◆ 高田秀重 東京農工大学農学研究院・物質循環環境科学部門教授（5） 10月13日 10

◆ 堀田康彦 地球環境戦略研究機関（IGES）プログラムディレクター（6） 10月28日 16

◆ 山本卓 広島大学大学院統合生命科学研究科教授（7） 11月26日 20 リ

◆ 宮坂昌之 大阪大学免疫学フロンティア研究センター招へい教授（8） 12月15日 31 リ

◆ 平田直 防災科学技術研究所首都圏レジリエンス研究推進センター長（東京大学名誉教
授、政府地震調査委員会委員長）（9）

2月12日 35 リ

◆ 今村文彦 東北大学災害科学国際研究所所長（教授）（10） 2月17日 27 リ

◆ 岡部信彦 川崎市健康安全研究所所長（11） 3月26日 51

◆ 奥山俊宏 朝日新聞特別報道部編集委員（1） 6月20日 68

◆ 奥山俊宏 朝日新聞特別報道部編集委員/熊田安伸 NHKネットワーク報道部専任部長
（2）

7月18日 84

◆ 長谷川智一 共同通信札幌支社編集部次長、前編集局社会部/室矢英樹 朝日新聞大
阪本社編集局社会部記者（3）

9月19日 69

◆ 市川衛 NHKチーフディレクター/福野泰介 （株）jig.jp創設者（4） 10月17日 71 リ

◆ 奥山俊宏 朝日新聞編集委員/豊田祐基子 共同通信特別報道室次長（5） 11月21日 48

◆ 奥山はるな 毎日新聞人事部（前社会部記者）/杉本宙矢 NHKネットワーク報道部/塚原
英治 弁護士（6）

12月19日 56

◆ 大矢英代 在米ジャーナリスト、ドキュメンタリー映画監督/坂本昌信 静岡新聞社会部
（7）

1月16日 53 リ

◆ 村山治 ジャーナリスト/平本信敬 日本経済新聞経済部/山田剛 日経イノベーション・ラ
ボ上席研究員/鷺森弘 日本経済新聞総合編集グループ次長（8）

2月20日 65 リ

◆ 高田昌幸 東京都市大学メディア情報学部教授/高田氏らアドバイザリーチーム(9) 3月13日 53

◆ 松波功 中日新聞電子編集部/山本智 NHKワールドニュース部副部長/西尾能人 朝日
新聞国際報道部（1）

7月11日 64 リ

◆ 川上貴之 時事通信/宇佐美理 日本テレビ/小倉誼之 朝日新聞/白井政行 朝日新聞
メディアプロダクション/田中孝憲 報知新聞（2）

9月26日 48

◆ 村上建治郎 Spectee代表取締役/宇佐美理 日本テレビICT戦略本部専門部長（3） 11月14日 28

◆ 田中孝憲 報知新聞編集局編成部デジタル担当/松波功 中日新聞電子編集部（特別
編）

1月23日 31 リ

◆ はりぼて 8月4日 51

◆ 靴ひも 9月16日 38

試写会・上映会　9回

記者ゼミ「重要になる科学記者の役割」　11回

土曜記者ゼミ「調査報道編」　9回

リモート岩手・宮城取材団（2/15、16）　

土曜記者ゼミ「IT編」　4回
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◆ 空に聞く 10月30日 55

◆ プラスチックの海 11月4日 30

◆ 痛くない死に方 1月22日 リ

◆ 地球で最も安全な場所を探して 2月12日 リ

◆ たゆたえども沈まず 2月19日 リ

◆ 一陽来復 Life Goes On 2月26日 リ

◆ 標的 3月30日 60
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